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中国の外資導入と日本企業の対中進出

講師 川 井 伸 一

愛知大学助教授

司会者:

第3回 目の公開講座を始めたいと思います。 今 日は本学の経営学部の助

教授であ ります川井伸一さんから「中国の外資導 入と日本企業の対中進出」

とい うテーマでお話をいただ くことにいた します。

先回すでに嶋倉 さんか ら沿海発展に関わる若 干の示唆的な講演をいただ

いた と思いますけれども,先 回出ていただいた方 には今回の川井さんのお

話はよりいっそ うそれを具体的なレベルで展開 したお話を聞くことが出来

ると思います。 とりわけて,現 代中国に進出中の 日本企業の方 々でおいで

になっておられ る方は,川 井 さんのある意味では ミクロな,さ らには一部

マクロ的な観点を入れた議論 というものをいただけると存 じます。

川井 さんについて若干ご紹介します と,1951年 に東京でお生まれにな り

まし`C,私 より7歳 年下であ ります。東京大学 の教養学科の国際関係論の

大学院,博 士課程を課程修了いたしまして,そ の後外務省の外郭の 日本国

際問題研究所の研究員をされて,そ の間に1990年 から92年 にかけて外務

省の専門調査員 として,北 京の日本大使館に勤務 されております。本学に

は一昨年の4月 から赴任されておりまして,ち ょうど2年 半 ぐらいにな り

ます。著作もずいぶんた くさん出されてお ります。必ず しも本当は経営だ

けを専門とされる先生ではあ りませんで,政 治やあるいは非常に広 い社会
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的 な問題等にも視野が届いている方です。従 って今 日のお話 も経営の問題

にもちろん直接的に関わるわけですけれ ども,同 時にその背後にあ ります

社会的な関係,あ るいは文化的な要素 といったような問題もお話いただけ

ると思います。

私の紹介はその くらいにしまして,川 井先生をご紹介いた します。 どう

ぞ。

川井:

今 日は 「中国の外資導入 と日本企業 の対中進出」 とい うテーマでいくつ

かご紹介 しなが ら考 えてみたい と思います。

このテーマは近年 日本におきましても,大 きな関心を集めているテーマ

であると思います。 新聞その他マスコ ミの報道を見ましても,こ の ところ

これに関する報道がた くさん耳 目に入 ります し,そ れから,や は り出版社

の方 もこれに関す るテーマをどんどん企画出版 しているということで,み

なさんの中にも,こ うい う方面にご関心のある方 はもう既 にかな りの知識

を持っていらっしゃると思います。

従いまして,今 日のお話はそ うい う知識をあらか じめお持ちでない方 も

含めまして,ま ず一般的な問題状況を紹介 し,そ の後でい くつかより具体

的に細かい話も含めてお話 したいと思っています。

1中 国における外国資本の史的展開

ち ょっと前置 きに なりますけれ ども,中 国への外資の進出について少 し

ばか り歴史的な経緯 をご紹介します。来年 は1995年 ですが,1995年 とい う

のは 日中関係の歴史におきまして,い くつかの節 目にあた ります。つま り,

95年 というのは日清戦争が終了 して100周 年,1945年 に日中戦争が終了 し

て50年,100周 年 と50周 年がち ょうど来年 に当たるとい うことです。日中

間の経済関係 とい う文脈で見ましても,こ の二つの歴史的な出来事は大 き
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中国の外資導入 と日本企業 の対 中進出

な影響を及ぼしていると思います。

まず,1895年 日清戦争の講和条約である下関講和条約,こ の講和条約に

ついては,台 湾,膨 湖諸島,遼 島半島の 日本への割譲,日 本への多額の賠

償金支払い等々がす ぐ頭に浮かぶかと思いますが,そ の講和条約の第6条,

第2項,第4と い う項 目がありまして,そ の中に中国の開港場における外

国企業の設置権を中国が認めるとい う規定が入 っています。 これは,国 際

法上の規定において中国が初めて外国に対 して認めた条文であ ります。つ

まり,実 際のところはもうすでに,ア ヘソ戦争以降一部の開港場において,

いわゆる,租 界 とい う領域において,欧 米列強の企業が事実上進出してい

たのですが,国 際法の上で,中 国が外国に対 して企業設置権を認めたのは,

これが最初です。 この条約の中には同時にこの権限を外国の列強に対して

も均等 に分け与 えるという最恵国待遇の均需条項 とい うのが日本の要求に

基づいて入 りまして,こ の結果欧米列強も同様の権利を自動的に獲得する,

そ うい う状況が生れ ました。これを契機にして1890年 代以降,列 強の中国

への企業進出が始まっていったとい うことになるわけです。

日本は当初 まだ産業がそれ程発達 していなかったとい うこともありまし

て,中 国への企業進出はほとんど進みませ んでした。逆に欧米列強の企業

がどんどん中国の方に入って行 く。こうい う状況が20世 紀に入 りまして,

さらに本格化 してい く。大づかみに言います と,1920,30年 代の中国にお

いては,こ うい う日本資本を含む外国資本がかな り進出していったとい う

歴史的な事実があ ります。

中国側の統計によります と,1920年 代において中国の近代的な産業資本

の中で,外 国資本の占めるウエー トが70%ぐ らいを占めていた。1936年 の

統計では,そ れが78%に 増えたとい う。このよ うにして,第 二次世界大戦

前の中国においては外国列強,日 本を含めた列強の企業が,た くさん中国

に進 出しました。日中関係に即 して言 えば,そ の後,37年 から45年 の日中

戦争の過程では,日 本の企業が中国の この近代的 なセクターをほぼ独占に

近 い形で占めることになります。

一91一



しかしながら,そ の後1945年 日本が敗戦を迎 えますと,中 国にありまし

た 日本の企業資産 はほとんど完全に中華民国政府に接収 されるという事態

を招いています。 日本はこのようにして,一 挙に,中 国にあった企業資産

を失 うことにな りました。その後,日 本は去ったけれ ども,欧 米の企業は

中国にまだかな り残 ったわけです。特にアメ リカ資本の進出が目立った と

言われます。1949年 中華人民共和国が建国された時に中国に外資企業が ど

れ くらいあったかを調べてみます と,1192社 あった とい うことです。そこ

で働いている従業員があわせて約12万 人あま りいた といわれます。これ

は,主 に,ア メ リカ,イ ギ リス等の欧米資本でありました。しかしながら,

その後中国はご承知の通 り50年 代に社会主義化 を進めて,こ うい う外国資

本を接収して国有化 していく。いわゆる社会主義改造 とい う名の下で接収

していきます。1953年 には外資系の企業の数が560ぐ らいに減 っていま

す。50年 代の末にはほぼ外資系企業は旧ソ連や東 ヨーロッパの一部の外資

系企業を除いて,西 側の外資系企業はもうほとんど零になるといった状況

にな ります。

その後,60年 代,70年 代 と中国はいわゆる自力更生路線をとり,経 済的

には特に西側 との交流を最小限に制限する,い わば鎖国的な状況を作 り出

します。外国からの借款 とか,外 国の直接投資受け入れ とか,そ うい うも

のは社会主義の自力更生路線から受け入れ られない。 この場合によく引き

合いに出されたのは過去の植民地,半 植民地的な経験でありまして,そ う

い うことを引 き受ければ中国がかつての道をまた歩むことになるとい う,

そ うい う説明がなされ ました。ご承知の通 り70年 代に入 りまして も,こ の

傾向はあまり変わ りませ んで,外 国の借款や直接投資を受け入れること,

特に外国の先進的技術を導入す るために中国の資源を外国に輸出するとい

うことに対 しては強 い批判がいつも出されました。

一例を上げます と洋奴哲学 と呼ばれる言葉があ ります。外国の奴隷にな

ることを洋奴 とい ったのです。1976年,中 国の権威 ある中共中央の雑誌で

ある 「紅旗」 とい う雑誌がありますが,そ こにこの洋奴哲学批判 というの
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が出たのです。そこでは,外 国から先進的な技術を導入し,そ のために中

国の製品をいっぱい海外に積極的に輸出 しなけれ ばならないとい うプラン

に対する批判が強調 されたわけです。実はこのプラソを推進した本人は郡

小平であって,つ ま りこれは郡小平に対す る批判で もあったとい うことな

のです。この76年 とい うのは大きな転換期でもあ りますが,そ の後数年を

経 まして中国の経済政策が大 きく転換をするとい うことになるわけです。

このようにして,中 国はかつてこの外国列強 の資本にかなり支配 されて

いた状況があって,ま た社会主義とい う建前上 からも西側の資本や技術の

受け入れについて極めて消極的でした。その結果,中 国の経済力自身は,

大幅な立ち遅れを見せてしまったとい うことがあるのです。中国は,技 術

や経済の立ち遅れ,ま たそれを克服す るための資金 も乏 しいとい う状況に

陥っていた故に対外開放を必然的に選択 してい った と私は見てお ります。

2対 外開放 と外資導入

以下,80年 代以降の中国の対外開放政策の展開については,い ろいろな

ことで紹介されておりますが,こ こではごく簡単に紹介すると止めます。

まず,中 国の外資導入政策の最初は1979年 の合弁企業法の制定から始ま

ります。その後中国の一部の土地を対外開放して,そ こに外国の資本技術

を導入す るとい う地域的な対外開放政策を始め るわ けです。最初に取 られ

た措置が80年 の,い わゆる経済特別区の設置であ ります。これは4つ,す

なわち広東省で深馴,珠 海,汕 頭,福 建省で慶門を対外的に開放し,外 資

に対して優遇政策を取 っていくと,こ うい うことが始ま ります。それから,

84年 には沿海地域の14の 港湾都市を対外開放を します。

その14の 港湾都市のごく一部をまた区切って経済技術開発区 とい うも

のを設置する。それから翌年にはさらに長江の下流三角地帯,広 東省の珠

江のデルタ地帯,そ れから福建省南部の三角地域,こ の3つ の地域を開放

区に入れて,こ のようにして沿岸地方を中心に北か ら南にベル ト状に地域
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的な対外開放 を進めていきます。さらに88年 には遼東半島や山東半島の大

部分をこの沿海開放区に決めてい く。それで,88年 にはさらに海南島,広

東省に属してお りました海南島を省 レベルに格上げして,そ の省全体を経

済特区にするとい うことも始めました。 このようにして地域的な対外開放

が進んでいきます。

同時に中国の政策 としても外資導入を奨励す る政策,特 に1986年 には外

資投資奨励規定が制定され,こ の中で製品を海外に輸出する企業及び先進

的技術を持 って くる企業に対 しては特に優遇措置を与 えるとい う政策を決

定 します。

ほぼ同じ年 にな りますが,100%の 外資系企業,こ れを中国では独資と言

いますが,要 す るに100%外 国資本所有の企業について外資企業法が制定

されています。それから,さ らに87年 からは産業政策上の配慮 も出てきま

して,す なわち どうい う分野を奨励 しどういう分野に制限を加えるか,ま

た,ど うい う牙野を禁止す るかとい う,業 種別の選別が徐 々に始まってい

きます。 このよ うにして,外 資政策が次第に整備 されてい くわけです。

このような中で88年 に外資導入政策を理論的 に総括 したものとも言 え

ますが,沿 海地 区経 済発展戦略 とい うものが提出され,沿 海地域を他の地

域 と切 り離 して沿海地域を国際市場に直接に リソクして外国から資源,原

材料を輸入 し,沿 海地域で加工組立てを行ない,製 品をまた国際市場に輸

出する,そ うい う輸 出加工型の発展戦略が提起されて話題 とな りました。

この88年 の時期は,中 国の外資がかな り中国に入った時でもあ ります。翌

年89年 にご存 じの天安門事件があ りまして,外 資導入に対していろいろな

影響を与えるわ けです。特に,外 資導入の大 きな部分 とい うのは外国の政

府ないしは国際金融機関か らの借款でありますが,こ の借款に対 して供与

国からいろいろクレームや条件が付きまして,中 国への借款の導入が一時

凍結になるとい うことがあ りました。

しかしなが ら,直 接投資に関 しては多少の影響がありながらも,そ の後

も引き続いて発展 してい く。特に90年 には,合 弁法が改正 されまして,第
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1に 外国資本の国有化はしない,万 一収用 した場 合には相当の費用を支払

うと。第2は 合弁企業の董事会のボスですね,董 事長,理 事長,そ れは以

前は中国側だけであるとい う限定があったわけですが,外 国側が就任して

もよろしいと変化 した。第3番 目には合弁期間につき,特 殊業種は期間の

設定を要請 されますけれ ども,こ れ以外の業種においては別に期間を定め

ても定めなくてもどちらでもよいと,このような緩和措置がなされました。

そして,同 年4月 には一大国家開発 プロジェク トである上海浦東開発区計

画が国務院により承認 された とい うことですね。

このよ うにして,従 来,特 に沿海の南部,特 に広東省,福 建省に重点が

置かれていた政策が,特 にこの上海を中心 とした沿海中部にも拠点が付け

加わると,こ うい う状況が生まれたわけです。92年,郡 小平が中国の南方

に視察に行 きまして,講 話を行な う。いわゆる 「南巡講話」を契機にしま

して,こ の対外開放についての従来の規制がかな り緩和されていくことに

な ります。これが,92年 の大 きな政策上の変化 と言 ってよろしいかと思い

ます。

いくつか具体的に紹介 しますと,第1に 誘致業種の規制緩和で,従 来規

制 されていた貿易とか商業小売とか倉庫業,航 空,そ のような業種が条件

付 きながら解禁 された とい うことです。また従来規制が強かった業種であ

る不動産 とか金融,保 険などがより緩和されていった。第2番 目の緩和は

国内市場をより開放す るとい うことです。 これは,従 来外資系企業,特 に

合弁企業に関してはその製品の大部分を輸出に向けるようにという,一 種

の輸 出義務が政府から課せられていたわけであ りますが,こ の輸出義務の

条件,輸 出比率 も次第に緩和されていきまして,一 定の条件付きながら輸

出比率を引き下げて,つ まり中国の国内市場への販売をより拡大 してよろ

しいと,こ うい う緩和措置も取 られます。

それから,第 三に今まで未開放であった地域が開放されていく。 この中

で特に特筆 され るのは沿海だけではなくて揚子江流域の地域の諸都市を開

放する。それから,国 境地域の都市をも開放す る。 これを称 して 「三沿開
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放戦略」,この三沿 というのは要す るに沿海,沿 江,こ れは揚子江に沿 った

地域をい うのですが,そ れから沿辺 と言いまして,要 するに国境に沿 った

地域とい う意味ですが,こ の三沿開放 とい う戦略が92年 に公式に提起 され

る。以上が規制緩和の主な内容です。そ して,94年,今 年に入 りますと,

中国はいろいろ産業政策を体系的に出 して来 まして,そ の中でこれからの

90年 代,21世 紀を視野に入れた90年 代の産業発展政策をデザインします。

その中で特に リーデ ィソグ ・セクター,支 柱産業となる5部 門を規定 して

いるのですね。すなわちそれは,機 械,電 子,石 油化学,建 設及び自動車

です。この5部 門を これから中国の支柱産業 として育成 していく,こ うい

う産業政策を今年 の初めに提起 しました。

この産業政策に基づいた形で外資の導入に対 してもいろいろ業種的な選

別,優 遇を与えてい くとい うことなわけです。特 にこの優遇業種 として具

体的に規定されているのは,イ ンフラ部門,エ ネルギー,交 通や重要原材

料等の基盤工業及び先ほど申 した リーディソグ ・セクターの5部 門,こ う

い う部門を最優先業種 として優先的に外資を導入するとい うことですね。

逆に言えぽそれ以外の業種に関 しては選別的に対応するとい うことであ り

ます。

70年 代までの中国の工業化 とい うのは私から見れぽ一種の輸入代替型

の工業化,内 向きの工業化,そ れは自力更生 とい う言葉に典型的に現われ

ているかと思いますが,そ れが,80年 代以降現在にいたるまでは明らかに

輸出指向型の工業化 を柱にしてきているわけですね。以上,外 資導入政策

の概要であ ります。

3外 資導入の実績

次に今度はもう少 し具体的に外資導入の実績を表を見ながら確認してい

きたいと思います。中国の80年 代以降の外資導入の過程を見 ます と,全 体

的に増えていることは言 うまでもありません。お手元の資料の表1を ご覧
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下さい,表1の 特にいちぽん右側の合計の部分ですね。 これが,昨 年の末

までの中国の外資導入件数と金額,こ れは契約金額でいちばん右側にその

実行金額が示されています。特に注 目に値するのは今まで中国に3つ の導

入のブームがあったことです。84年,85年 が第1番 目。2番 目は89年 と

89年 の天安門事件の前まで。これは沿海,先 ほど申し上げた沿海発展戦略

との関連でブームになりました。

やは り特筆すべ きなのは,92年 以降様子がが らっと変わっているとい う

ことです。数字を追 ってみます と,91年 から92年 に掛 けて年間の投資件数

が1万2000,3000台 から4万8000台 へ と一挙に4倍 になっているとい う

ことですね。それか ら,93年 にも前年 に比べて,ほ ぼ倍増に近 く伸びてい

るのです。つまり,中 国が外資を導入 し始めた79年 から91年 までの外資

の導入件数,総 額を92年 は1年 で上回っているわけですね。それから,93

年 はまた92年 までの件数,累 計額をまた上回っているとい う具合 にです

ね,こ れはまるでロケットが,上 空に急角度で急上昇したようなものであ

ります。

今年の動向はどうかと言います と,こ こに資料 はあ りませんが,少 し紹

介をいたします と,1番 最新のデータはこの9月 までのものであります。

この1月 から9月 までに件数が3万4600件,契 約額が570億 ドル,実 行額

が227億 ドル とい う具合になってお ります。今までの動向と比較いたしま

すと,実 は件数,契 約金額 ともにかな り減 っています。件数でい うと対前

年比で大体40%ぐ らい減っていますね。契約金額 でい うと25%前 後減 って

いるとい うことにな ります。そ うい う意味では,去 年がいかに異常であっ

たか と言 ってもよろしいかと思います。 この9月 末現在の中国の外資導入

の件数は累計でい うとすでに21万9000を 突破 してお ります。契約額は

2671億 ドル とい う規模に達 しています。去年の8万3000と い う数字は例

外的な現象だと思います。私の予想では今年度は大体4万5000前 後に落ち

着 くのではないかと思います。5万 を突破す るのは難 しい。とい うのは,

この1月 から6月 までに段々とペースがダウンしているのですね。その傾
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向が恐 らくこれか ら大 きく変わ るということはち ょっと考えにくい。今の

推移からみると,今 年 は恐 らく多 くて5万 に近付 く,大 体4万5000前 後に

落着 くのではないか と思います。去年か ら見れば大幅なダウソです。ただ

.し,注 目すべ きなのは実行額 で見 ると実は去年 よりも大幅に伸びているこ

とです。去年 よりは大体50%前 後 くらい伸びているのですね。

つまり,こ れは どうい うことかとい うと,契 約してお金が実際に振込ま

れる,そ の比較,す なわち投資の実行比率が去年に比べ るとかな り改善 さ

れていると言って よろしいか と思います。

投資形態別に見 ます と,昨 年末までの累計件数で見て,合 弁が64%,合

作が15%,そ れか ら100%外 資が20%の 比率を占めている。最近の特徴を

勘案して言えば,100%外 資の比率が88年 以降から急速に伸 びているとい

う特徴が目立ちます。今までは100%外 資 とい うのぽほとん どなかったの・

ですけれども,最 近では,大 幅に伸びて合作の数を上回る規模 になってお

ります。この理由に関連 して一言申し上げます と,こ の独資のメ リットと

い うのは何か,合 弁 に比べて独資のメリットとい うのはやは り外資が経営

権を完全に握れ るとい うことが最大のメリットであ ります。合弁の場合に

はパートナーがいますか ら,パ ー トナーとの調整が必要不可欠にな ります

ね。独資はそれがいらない。他方,独 資の最大のデメリットとい うのは中

国側 との接触の度合いが一番限られるとい う点です。 これはパー トナーが

まずいない,そ れ から,パ ー トナーを通 したいろいろな取引先 ないしは行

政府 との関係ですね,そ れがやはり一番難 しいだろ う。そ うい う点で,デ

メ リットも大きい と言ってよろしいかと思います。

それから,経 営者 と労働者 との関係をいかに対処す るか とい う点では最

近特に独資企業において,労 使紛争が比較的に起 こっているとい う状況が

あります。

次に国別に見てみるとどうい う状況があるか,表2を ご覧下 さい。表2

は中国における外資系企業の投資国別に見た場合,こ れが表の左側のとこ

ろです。これを見 ます と明らかなように香港企業 とマカオ企業が圧倒的に
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大きなウエー トを占めている。件数でい うと,全 体の76%,金 額でもほぼ

同じ比率であ りますから,中 国と外資との関わ りとい う点ではもうその4

分の3は この華僑資本であると言 って過言ではないわ けです。ですから,

中国の対外開放の特徴の一つは,や は りこの結 び着 きが非常に大きいこと

だ と言 ってよろしいかと思います。 これは,例 えば ロシアとか東 ヨーロッ

パ諸国の外資導入状況 と比べるとその違いが明瞭であると思います。台湾

企業については,88年 以降急速に台頭 して現在一躍第2位 の座を占めてき

ております。 これ も一つの大 きな特徴だ と思います。

今度は表右側,こ れが地域別,つ まり外資が中国の どうい う地域に進出

しているかとい うことです。 この国別 と地域別 とい うのは全然関係あ りま

せんから,切 り離 して見ていただきたい。地域別 に見 ます と,広 東省,江

蘇省,山 東省,福 建省,漸 江省,上 海など,沿 海諸省 に集中していること

がわか ります。開放の最前線である広東省の外資導入額が最大であるとい

うことは従前通 りです。

1992年 度の実行額で見ますと,第1位 が広東省,第2位 が江蘇省,第3

位が福建省,第4位 が山東省そして上海市 と,こ うい う順番 になります。

大体順番はそれほど変わ りません。要するに第1の 特徴は沿海諸省にやは

りまだ圧倒的な比重が置かれている。92年 までの実行累計額で見ます と,

12の 沿海の省都市,自 治区での外資導入額の ウエー トは全体の92%で す。

これは圧倒的な ものですね。広東省だけで,な んと41%も 占めている。し

かしながら,こ うい う特徴は段々と簿らぎ始め ているのです。とい うのは,

都市からその近郊農村,さ らには地方の小都市への進出が,こ の数年間次

第に始まっているからです。

そして,第2に 最近 内陸地域の伸び率が急速 に高まっているということ

です。その伸び率たるや,沿 海地域への投資の伸 び率を最近 は上回 り始め

ている。この結果,外 資導入の占める内陸のウエー ト,こ れもかなり増え

ていると思います。

次に,今 度は業種別で見たのが表4で あ ります。表4は,90か ら92年 ま
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での業種別の投資受 け入れの動向です。特徴点を上げます と,工 業が圧倒

的なウエー トを占めているとい うことですが,同 時に,工 業の ウエー トが

92年 に入ってかな り下が り始めたということなんですね。特に,契 約ベー

スで見ます と,工 業部門への契約額のウエー トは90年 の84%か ら92年 に

は一気に56%に 大幅に減っている。反面で,特 筆すべきなのは不動産,公

共サービス部門に対す る投資が逆に大幅に増 えているのです。 この表から

も類推できるか と思いますが,契約額の比重で言います と不動産,公 共サー

ビス部門の ウエー トは,90年 には約7%で あったのが92年 には31%,そ

してさらに,去 年の93年 には38%に まで増 えたとい うことなんですね。

つまり,工 業が減 った部分はどこが埋めたかとい うと,不 動産,サ ービ

ス部門が埋めた,そ うい う結果だと思います。これは,92年,93年 の中国

における不動産 開発 ブーム,い わゆる開発熱とい うことを物語っているわ・

けです。 これは,特 に香港 ・華僑資本が中心となって進めた状況なわけで

すね。このよ うに不動産を始めとして92年 以降は小売業や金融,物 流等を

含めて第3次 産業が全体 として大幅に伸びてお ります。 これが,最 近の業

種別から見た一つの特徴 と言 ってよろしいかと思います。以上,外 資の構

成をい くつかの側面から見たわけですが,外 資系企業は中国の経済にとっ

てはも う切 り離す ことので きないウエー トを占めるよ うになってお りま

す。それを数字からい くつか見ていきたいと思います。

まず,固 定資産投資額における外資,そ の場合はいわゆる三資企業,す

なわち合作,合 弁,100%外 資,こ の3つ を合わせて通称 「三資企業」と称

してお りますが,そ の三資企業が中国全体に占め る固定資産投資額 のウ

エートは92年 で8%で あったものが93年 で13% ,5ポ イソ ト増 えてい

る。それか ら,生 産,特 にこれは工業生産額であ りますが,92年 が7.5%

であったものが,93年 は11%に 増えている。そして,第3に 輸出入貿易に

おけるウエー トは,92年 が26%で あったものが,93年 には34%に 増えて

おります。つ まり,全 体の3分 の1が 外資企業による輸 出入である。輸出

と輸入はち ょっとギ ャップがあ りまして,輸 出の ウエー トは全体の27%
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ちょっとです。一方輸入の方はもっと高 くて40%も 占めています。

つま り,外 資系企業が輸入をするとい うのは,生 産 に必要な原材料,部

品を海外から輸入 しているとい うことが中心だと思います。 このようにし

て大きなウエー トを占めているのです。

それから,雇 用面の比重ですが,外 資系企業で働いている従業員の数は,

92年 末現在で1046万 人です。そのうち外国人の従業員が約30万,で すか

ら中国人の従業員は大体1016万,1017万 ぐらいいるとい うことになりま

す。中国の都市部の全従業員の数(農 民は別)は 大体1億5000万 人ぐらい

いるのです。従 ってその約7%を 占めていると言 ってよろしいかと思いま

す。国営企業の従業員だけでも1億 人ち ょっといるわけですね。それから,

都市の個人経営者,い わゆる個体戸と呼ばれている,都 市の個人経営者の

数及びその従業員の数は大体840万 人 ぐらい。ですから,そ れよりは外資

系企業の従業員の数が多いとい う状況になってお ります。 しかも彼らは他

のセクターに比べ ると高い給料を貰っているのです。中国の階層の中では

一番の高所得を得 ている階層だと言ってよろしいかと思います。従ってそ

うい う意味では所得上昇の うえで一定の役割を果 している。以上が大体の

成果です。

4中 国側からみた外資の問題点

次に,問 題点,こ の場合には中国側から見た問題点をち ょっとご紹介し

たいと思います。私は昨年夏北京に行った折に外資系企業 を管轄 している

対外貿易経済合作部 とい うお役所があって,こ の外資局の責任者の1人 に

直接会いましていろいろ話を聞く機会がありました。 また最近中国にいろ

いろな政府関係の雑誌がありますが,そ の中の論文で指摘 している問題点,

そ うい うものを,少 しまとめてみますと,以 下のような点が指摘 されてい

ます。つまりこれは93年 の時点において中国側 がど うい う点を問題点とし

て見ているのかとい う点で,そ れを知る上でも意味があるかと思います。
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まず,第 一に資産評価問題 とい うのを上げてお ります。これは固定資産,

それから無形資産それぞれに対 して,要 するに外国側が自らの資産を過大

に評価 しているのではないか とい う,こ うい う問題点の指摘です。それで,

中国側の報道 も最近,こ うい う点の実例を度々報道 してお りまして,例 え

ぽ中国の商品検査局が立入って資産評価をした ら,外 国側の資産はかなり

水増 ししていたとい うよ うな記事がかな り出てお ります。実はこの問題は

以前,現 在で もそ うですが,外 資側の方からも同じような問題点が指摘さ

れています。現物 出資の場合もそ うですが,特 にソフ ト関係の出資に対す

る評価が中国側の方は高す ぎるではないかという指摘が外資側からなされ

るとい うことがあ りました。従って,こ の問題 はお互い様でどちらからも

出ているとい うことにな ります。

第二の問題点は移転価格の問題です。いわゆる移転価格 とい う問題は中

国側からい うと輸入品,海 外からの輸入品の価格は高 く設定 され,輸 出品

の価格が低 く押 えられるとい うことなんです。それで,高 く輸入 して製品

を低 く出すと,こ れは中国側にとって,合 弁企業にとってはコス トアップ

で利潤のメリットは制約されるわけです。他方,外 資企業サ イド(親会社)

から見れば中国に原材料を高 く売 り渡してですね,言 いかえれば親会社が

市場取引価格に基づかずにその現地法人に対 して原材料を高 く渡 し,逆 に

商品を安 く輸入す ると,こ うい う形で価値が移転する,現 地法人から日本

の親会社の方 にまあ 日本 とは限 りませんけれ ども,外 資側の親会社の方に

移転していくのではないかと,こ うい う問題がここのところ特に中国側か

ら指摘 されてお ります。 この移転価格の問題は何 も中国に限った話ではな

くて,国 際貿易,国 際経営学の面でも重要な一つのテーマになってお りま

して,か なり普遍的な問題だ と思います。

それから,第 三に偽合弁という問題です。実はこの偽合弁 という言葉 の

意味が必ず しもはっき りしていないわけであ りますが,要 す るに外資側が

名 目的にパー トナーに名前を連ねているけれど,実 際は経営にも関与 して

いないし実態がない とい う,そ うい う合弁企業の ことですね。これについ
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て対外貿易経済部の当局者は私がどれ ぐらい偽合弁があるのかと聞いたと

ころ,に やにやしながら,大 体10%ぐ らいあるんじゃないかとい うことを

言ってお りました。従 って,先 ほど紹介した表1の 数字は,そ のまま信用

するわけには必ず しもいかなくなるとい う問題 が出て来 ます。偽合弁は華

僑資本に特にひどいとい うふ うに言われてお ります。

第四に,二 重 レー トの問題は要するに対内的,対 外的二つの レベルの問

題があ ります。この10年 来中国の人民元の レー トはも う対外的にはどんど

ん下がる一方で,かつて80年 代前半は1元 が100円 以上していた段階が現

在ではもう1元 が12円 程度に下がって来てしまっている。元安は中国の輸

出指向にとっては一つの刺激になるかと思いますが,海 外か ら製品を輸入

する場合には一つの悪条件 となります。

それから,も う一つは国内的に中国は二重為 替制度 といいますか,二 重

為替 レー トを去年 まで取 っていて,そ の両者の間の乖離ですね,つ まり中

国銀行の公定 レー トと外貨調節センターレー トの間に特に昨年はかなり大

幅なギャヅプが見られたということです。そして,ド ルに対す る需要が急

激に増 えまして ドルが無 くなってしまうとい う問題ですね。 こうい う2つ

の問題があ りまして,中 国に進出している外資系企業 にとって昨年はかな

り厳 しかったということを聞いてお ります。 この二重 レー トは今年から廃

止にな りました。

5日 本企業の対中直接投資

さて,以 上が中国の外資導入の中国側からみた主な問題状況 とい うこと

とすれば,以 下は日本企業を中心にその動向と問題点を紹介 していきたい

と思います。表5が この80年 代から現在に至 る日本の対中投資件数 と契約

金額の動向を概観 したものです。ちなみにアメ リカの場合 との比較 もでき

るようになっております。先ほど見 ました世界 の対中投資の動向とほぼパ

ラレルに動いていると言 ってよろしいか と思い ます。日本企業の場合も92
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年以降の伸びは顕著なものがあ ります。

以下,最 近のいくつかの特徴を少 し指摘 してみたいと思います。

第1に,か つては輸出のための中国進出,輸 出のための生産拠点 として

中国に進出とい うのが大部分であった。つ まり原材料を 日本その他から調

達 して中国で加工組立その製品をまた国際市場 に輸出する。そ ういう形式

の進出が大部分であったと言 って過言ではないかと思います。 もちろんそ

の傾向は現在 も続いていますけれども,同 時に中国の国内市場向けの投資

が段々と増えているとい うことですね。これが1つ あるかと思います。 こ

の国内市場向けの中にはもちろん中国人消費者を目当てにするとい う部分

が中心か と思いますが,も う1つ はすでに中国に入っている外資系企業に

販売する,そ うい うすでに進出した企業ユーザー向けの進出 とい うのがま

たかな り増えています。

この点と関連 して第2の 特徴であ りますが,つ まり従来はまず最初に組

立 メーカーが出てい く。次 にそれに追随して,そ れに後追い的に関連の素

材部品メーカーが出ていっている,そ うい う状況 もかなり進んでいるよう

です。今日の朝 日新聞にもち ょっと出てお りましたけれ ども,い わゆる下

請,大 手企業の下請関連企業が,大 手が出ていってその強い要請を受けて

現地に出ていくとい う,そ ういう形式ですね,い わゆるサポーテ ィソグ・

インダス トリーとい う形で出ていっています。

それから第3番 目の特徴 としては,従 来1社1事 業 というのがもうほと

んどであったわけであ りますが,最 近はこの1社 で複数の事業を現地で行

なうとい う,そ うい う多様化の傾向が見 られるということです。 これは比

較的大手の場合が多いですが,典 型的なものが家電では三洋,松 下,日 立,

また繊維では鐘紡ですね,そ うい う状況が見 られるとい うことです。

それから第4番 目には,こ れも大手企業に特に見られますが,労 働集約

的な加工組立企業が今 までの主体であったわけですね,特 に繊維 とか電子

部品等の部門において顕著です。 これからは,中 国側の政策的要請 もあ り

ましょうけれ ども,技 術集約的な若 しくはハ イテク型の企業 もどんどん
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入 って来ているとい うことですね。

自動車に関しては 日本の場合にはまだ進出は一部であ りますけれども,

これからかなり動 きが出て来 るのではないかと思います。あとAV機 器と

かVTRと かかな り技術集約的な企業 も出てい っている。

それから最後に第5番 目には,製 造業以外のいわゆる第3次 産業分野へ

の進出が見られ始めている。これは92年 の先ほ どみ ました規制緩和,特 に

小売業,流 通業,輸 送業の規制緩和 とかな り直接関連があります。その緩

和を受けて出ていっている。その代表例が八百半デパー ト,伊 勢丹デパー

トです。八百半はも う北京に出ています し,来 年 のオープンをめざし上海

にも大型店,東 洋一 と呼ぼれる百貨店を作 っています。 それから伊勢丹 も

すでに上海及び天津に出ています。大型の小売業,デ パー トやスーパーマー

ケットも規制はまだかなりありながらも出始めているとい う状況です。

以上がこの1,2年 の特徴 と言 ってよろしいか と思います。それで,次 に

考 えてみたいのは,対 中投資とい う場合の経営資源の移転 という問題です。

合弁企業もそれぞれのパー トナーが資源を移転結合す ることに経済合理性

があるから成 り立つわ けであります。まず表8は 日本企業121社 に対す る

出資内容を示 した ものです。つま り,ど うい う形 で出資 しているのか,そ

れに対してパー トナーの中国側がどういう形で出資 しているのかを調査 し

たものです。 この調査 は北京にある日中投資促進機構 とい う政府系の機関

が行った もので,1992年 度末の現状を示 したものです。サンプル数は限ら

れてお りますけれ ども,日 本側は現金出資が大部分を占めています。それ

に対して中国側はかな り設備 とか現物等のウェー トが比較的多い。

これに関しては,や はり出資比率を どうす るかが一つの大きな問題かと

思います。とい うのは,や はり合弁企業の場合には要す るにマジ ョリティー

を取るか取 らないかというのはその企業のやは り戦略に関わ りますから。

この経営権をで きるだけ有利 な形で取 りたい とい うことであれば当然マ

ジ ョリティー,資 本の大部分を取 るとい うことになるわけですね。その点

で今日は現状分析,日 本の各企業がどうだ ったか とい うのを細かく検討 し
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ておりませんので,ち ょっと具体的なことは言 えませんけれ ども,や はり,

最近の動向 としては,マ イノリテ ィーではな くて,50%を 超 えるマジ ョリ

ティーを取る企業が多 くなっているのではないか とい う印象を受けます。

それから次に技術移転の問題。表9が 技術移転の状況とその問題点を示

したものです。技術移転の レベルについてはこの表の左側の上か ら下に行

くに連れて,よ り初歩的なものからハイレベルな技術移転になっています。

最初の初歩的な技術,す なわち機械操作 とい うレベルですね。それから,

さらには技術改良とか,新 技術の導入というのは中間 レベルの技術かと思

います。一番最終段階のハイレベルの技術 とい うのは,独 自に製品を開発

できるなどのハイレベルの技術です。 この辺の状況について,い ずれ も日

系企業であ りますが,広 東省にある企業,NIESに ある企業,ア セアンにあ

る企業をそれぞれ比較 したのが この表9で す。

これから見ます と,中 国の広東省は,他 のNIESや アセアソの日系企業

に比べて,技 術移転 のレベルがやは り明らかに低いわけですね,ま だ初歩

的な部分が比較的に多いと言えます。逆 に言えばハイレベルの技術移転は

ほとんどない。 これ はまた中国の不満の一つなんです。 日本の企業は技術

移転の問題でち ょっとけちっているとい うよ うな意見 も中国側から聞いた

ことがあ ります。ただ,移 転中 とい う途中経過の状況も見 られますので,

これはやは り時間の関数なので,も う少し時間を見る必要があります。

それから人材の問題です。この経営人材の問題は,大 体現地に行 ってい

る日本企業,大 企業の場合は別かもしれませんけれども,一 般の中小企業

の場合は日本側から現地に派遣 している社員は大体1人 か2人,せ いぜい

数人とい うところです。それで,そ の1人 か2人 の極めて少 ない日本人指

導者が,中 間管理職,現 地の中間管理職をいかに教育養成す るか とい う問

題は極めて重要です。私がいろいろな企業現場を見た感 じでも,皆 さんが

大変なご苦労をされているということを聞いてお ります。一人ではどうに

もなんないよとい うのが実感で しょう。もっとも10人,20人 といればまた

別の対応が開けて来 ると思います。 しかし,や はりこの人材の養成,特 に
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現地人の人材養成,中 間管理職,管 理者,経 営者の養成 とい うのは長期的

に見た場合 に,大 きな課題であります。現地人経営者に任せるとい うよう

な対応はまだまだ今の段階では中国では生まれてお りません。

次に,こ の移転 した資源をどうい うふ うにマネージメソ トするか という

経営資源の組織化の問題を見てみたいと思います。これを見たのが表11番

でありまして,パ ー トナーのお互いが出 した経営資源を,ど のように管理

し責任を分担 しているかという状況を示 してい ます。実は100%出 資外資

企業の場合にはこの点は別 に問題ではないんです。経営権は全て外資側が

握 りますか ら。合弁の場合はどうかとい うことですが,一 般的な傾向はこ

う言 えるのではないかと思います。つまり,一 つの傾向としては,技 術集

約的ない しはハイテク技術,ま たは有名なブラソ ド名を持った,そ ういう

日本企業が中国に行って,出 資のマジ ョリティーを取 った場合には,日 本

側が全面的な経営権を掌握できる,こ うい う傾向がかな り見 られると思い

ます。例えば北京の資生堂ですね,資 生堂は半 々に近い合弁でありますけ

れ ども,経 営権は 日本側が完全に握 っている。 これはやは り有名 ブランド

が効いているわけです。それが一方の極にあるとすれば,も う一方の極に

は現地の安い労働力に頼 るという労働集約的な中小企業で,か つ出資比率

がマイノ リティーである企業,こ の場合は大体中国側に経営権が握 られる

といってよろしいか と思います。以上は2つ の両極端の場合を示 したわけ

ですが,大 半の場合は,そ の間のどこかにあるとい う中間的な状況かと思

います。

そ うい う場合大体 どうい う傾向を示すかを見たのが,こ の表11な ので

す。それを見ますと,や は り資源のノウハ ウとか技術の高 さ,経 営 ノウハ

ウの高さとい うのが反映 していると思います。 日本側が比較的に優位を占

めているのは,や は り対外貿易(輸 出入)で す。 それから生産管理,こ の

生産管理の部分については比率的には中国側より低 くなりますが,私 の判

断では生産管理に関 しては日本人のエソジニアが実際 リー ドしているとい

うのが多いのではないかと思います。
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それに対 して中国側が優勢を占める場合が多いのは,や は り国内販売で

す。中国の内販,こ れはやは りコネクシ ョソが外国には少ない とい う問題

があ りましょう。それから,人 事,労 務及 び財務です。人事の問題につい

ては,制 度上の問題 の他 に人間関係が極めて複雑,文 化も違 うとい うこと

で,難 しいから中国側 にお願 いしているという合弁企業 もかな りあ ります。

財務も同様ですね。 この表のサンプル数 も,先 ほど見ました日中投資促進

機構の企業調査 に基づ くものですが,こ うい う傾向が見てとれるといって

よろしいかと思います。

6東 海地域の対中直接投資

ここでちょっと時間をいただきまして,こ の場のために,東 海4県 の対

中投資動向を少し紹介 したいと思います。東海4県 とい うのは静岡,愛 知,

岐阜,三 重,こ の4県 であ ります。1994年10月 初頭の段階で中国への現地

法人,つ まり対中直接投資進 出件数は合せて237件 です。 うち独 自企業

100%出 資が23件 です。他はほとんど合弁 といってよろしいかと思います。

合作が数件あ ります。 これを先ほどの日本の企業全体 と比較するとどうな

るのか。表6を ご覧下 さい。 これは日本全体の大蔵省統計であ ります。東

海4県 では237件 しかないわけですが,大 蔵省統計では全部で295件 とい

うことであ ります。

ここでは,ど うい う業種が出ているのかを,ち ょっと紹介したいと思い

ます。表6の 大蔵省統計によります と,や は り繊維業が1番 で比率は27%。

次にサー ビス業が12%,こ の2つ がある意味で桁違いに大きい。東海4県

の場合,第1の 特徴は,や は り繊維産業が圧倒的に多いとい うことですね。

237件 の内のほぼ50%が 実は繊維産業です。その繊維産業でも最終加工段

階,要 す るに服を作るとい うアパレル,そ の部分にほぼ集中しています。

次に第2番 目に多いのが機械,こ れが大体16%ぐ らいの比重を占めてい

ます。これは全国に比ぺると東海のかなり目立 った点で,全 国統計では5%
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ぐらいのウェー トなのが東海では16%の ウェー トです。反面,東 海では

サービス業が全国と比べてみると小 さく,4%に 過 ぎない(全 国統計では

12%)。 さらに,う なぎ養殖 などの漁業養殖業が東海 は全国より2倍 ぐらい

多いです。全国が2%な のに東海は4%で す。 以上のような特徴が見られ

ます。恐 らくこれは東海4県 の地域的な産業構造を反映 しているのだと思

います。

7日 系企業の経営問題

次に最近の経営問題につきまして,ち ょっと角度を変えて見たいと思い

ます。表10は,経 営における問題点を示した ものです。この表も先ほど紹

介した 日中投資促進機構が行 った,1992年 末頃のアソケー ト調査に基づ く

ものです。サンプル数は少ないですが,大 体①番,② 番,③ 番,④ 番 とい

うところが経営者にとって頭の痛い問題だとい う状況が伺 えるかと思いま

す。92年 から93年 にかけまして,中 国の物価の値上が りが,や は りだれに

とっても基本的な問題であったようです。企業に とって諸費用,諸 物価が

昂謄する。特にメーカーの場合の資材調達,サ ービス業の場合 も5番 目に

入ってお りますが,こ の原材料,部 品の価格が急激 に上がっているのが大

きな問題です。

インフレ率はもちろん品物によってさまざまですが,20～30%ぐ らいは

大体上がっている。なかには2倍 ぐらいに一気 に上がって しまったという

ようなものも見受けられます。そ うい う価格問題が第一です。それから,

資材調達 に関 しては納期,物 流の問題です。 この納期が守られないという

問題は多 く聞 きます。また品質の問題ですね。中国ではインフラ,物 流が

かなり立遅れてお りまして,ま た商品の扱 いが極めて雑であるということ

で,私 が直接聞いた話では,例 えぽ,テ レビのブラウン管が輸送 される場

合にとり扱いが荒 くて,ブ ラウン管の入った箱を貨車から地面に投げ下ろ

す とい うようなことをや っていると。ボソボンボ ンと破裂する音が聞こえ
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るというのですね。そ うい う話を聞いたことがあ ります。 この辺は一つの

問題だ と思います。3番 目は労務,人 事関係の問題です。 これはちょっと

最後 の問題 とも絡めてちょっと後回 しさせていただきます。

4番 目は給与関係の問題です。この2,3年,特 に昨年から今年にかけて,

どこもかしこもみんな大幅な賃上げを している点が大体共通 しています。

これはいろいろな要 因があります。中国側の国営企業 も国営企業改革の一

貫 としてかな り賃上 げを始めているのです。今まであった外資系企業の賃

金 とのギャップ,格 差が相対的に少な くなったと言われます。一般に外資

系企業の給与水準は、国営の同業種の平均の大体1.2倍 から1.5倍 とい うふ

うに政府か ら規定されていたわけです。 しかしなが らその上限が最近 なく

なりました。従 って,外 資系企業は賃金を もっと出 してもいいわけであ り

ます。 この背景には,国 営企業の方の賃上げがかなり進んだということが

あるかと思います。

私が聞いた範囲では,大 体,今 年93年 に入って賃金 を20～30%引 上げた

とい うのが一番多かった ようですね。ある日系の合弁ホテルでは,こ れは

極端な例でしょうけれ ども,92年 に基本給を一気に2.5倍 に引上げた とい

うのですね。従業員 の要求により従前 よりも2.5倍 に引上げざるを得な

かった ようです。そ うい うコス トアップ要因は資材にしても,人 件費にし

ても,ま たインフラの費用にしても急速に上がっているとい うのが現状だ

と思います。特にひどいのは上海で,特 に市街地ですね。市街地のオフィ

スの賃貸料は一 日1平 米3ド ルということを最近 日中経済協会の上海事務

所の人か ら聞きました。つまり,1ヵ 月でその30倍 にすればいいわけです

から,90ド ルですね。1ヵ 月で1平 米90ド ル,そ れで100平 米の事務所だ

として9000ド ル,現 在のレートですと,大 体90万 円 ぐらいにな りますね。

これは香港 と並んで世界の トップ水準にあるとい う話でした。住宅にして

も,例 えば170平 米 ぐらいの広さの1戸 建ての外国人用住宅が1ヵ 月間で

90万 円もす るとい うことを聞いてお ります。これは上海の事例ですが,北

京その他大都市 の事例 も大体似ています。需要が急増 しているせいもあり,
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どこに行ってもかな り値段が上がっている,こ うい う問題が 日本側の経営

者にとってはかなり悩みの種であるとい うことですね。

それから5番 目の問題 としては雇用問題です。 これは一つは他地域から

の採用にまだ制限があるとい うこと。これは中国の戸籍問題 という独特な

問題があ りまして,つ まり都市では農村地域 からの農民をまだ自由に採用

するわけにはいかないとい う問題があります。ただ,事 実上は一部暫住戸

籍 とい う形で,農 民出身の人が都市 に居住す ることが認められるよ うに

なってお ります。そ うい う人たちを 日系大手メーカーもかな り雇い始めて

おります。都市でどんどん賃金が上がってい き,コ ス トがかなりかさんで

くる。そ うす ると,や は り都市では労働力の調達,人 材の調達が難 しくな

る。従って企業は止むな く農村に出てい く。 こうい う形の進 出は,か なり

進んでお ります。

労使紛争に関して先ほどちょっと紹介しましたけれ ども,92年 以降,外

資系の企業における紛争が比較的出てきています。 日系企業においても,

南の深別の地域で最初始まりましたけれども,86年 か ら93年 までの間で

外資系企業の労使紛争件数は640件 ぐらいになっているのですね。それは,

中国全体,中 国内部の企業も含めて全体の46%の ウエー トを占めている。

言い換 えれば中国全体 の労使紛争 の件数 は86年 か ら93年 までに大体

1400件 ぐらいあると,中 国の統計で出されてお ります。その内の実に半分

近 くが外資系企業であり,そ の内で特に一番多いのが独資企業であるとい

うのですね。 ち ょっと皮肉っぽい言い方をすれば,合 弁企業 より独資企業

の方がいろいろス トライキをや りやすいと,中 国側は思っているかもしれ

ない。実際そ うい う状況があると考えられます。 なぜ ならば,合 弁の場合

には中国側パー トナーがいてその裏には中国側の親会社がいて,ま たその

上には中国の行政機関がついているわけです。 しかしなが ら独資の場合,

そのパ イブが,基 本的にはないということです。言い換えれば,合 弁の場

合には,経 営者 と労働者の関係と言 うのは日本対 中国とい う関係には必ず

しもならない,な ぜなら経営者の中に中国側 もちゃんといますから。 しか
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し独資の場合には,こ の労使関係がそのまま日中関係になるという,そ う

いう性格があると思 うのですね。この ところ,や は り独資においてそうい

う賃上げ要求 とか組合の運動 とかがかな り出て来ています。労働組合の結

成に関しては,そ もそも中国の労働組合はやは り行政をサポー トする,言

い換えれば経営者をサポー トするとい うのが従来の慣行です。 しかしなが

ら最近は,中 国の国営企業においても労使紛争 とい うのか,労 働者の賃上

げの要求が出た りして,紛 争が起こってお ります。

合弁企業の場合の労働組合について,中 国側の経営者のイメージとして

は労働組合は経営者 をサポー トするもの,主 に福利厚生の業務を分担する

もの とい うよ うな認識が大半だと思 うのです。確かにそ うい う側面を持っ

ていて,紛 争を調停す る役割を担 うとい う期待 も政府から表明されていま

す。そ うい う意味から中国政府は全ての合弁企業,外 資系企業において労

働組合を作るぺ きであるという指示を昨年から出しています。昨年末現在

で,現 状は2割 ぐらいしかまだ組合は設立されてお りません。今年度中に

5割 まで組織化することが 目標にされています。政府当局のね らいはやは

り労使紛争が増 えているということを踏 まえて,そ の調停役を期待 してい

るとい うことだ と思 います。

しか しなが ら,独 資企業の場合には先ほ ど言 ったよ うにち ょっと性格が

違 って くるのではないだろ うか。つま り,調 停役 とい うよりはある意味で

は経営者に対抗す る一つの勢力とい うような意味合 いも出てきそ うな感 じ

です。従ってそ うい う面での対応如何がこれか ら企業にとって課題になる

と思います。

8日 系企業の経営摩擦一三層の障害

時間も残 り少な くなってしまって恐縮ですが,最 後 に,ち ょっともう少

し別な角度から,す なわち社会的文化的な側面からアプローチしてみたい

と思います。 レジ ュメでは日中合弁企業経営における三層の障害 というこ
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とを書きました。これは,ハ ー ドルとい う意味で使ってお ります。要す る

に三層の障害 とは物理的 なハー ドル,そ れから制度面のハー ドル,そ して

非制度的なハー ドルとい うことを意味しています。

これは必ずしも日中,中 国に特有の現象では別にあ りません。私の理解

ではやは りこうい う問題はどこの国に行っても,程 度の差 こそあれ一般的

にあると思います。

要す るに,合 弁企業とい うのは文化の異なる両当事者が一緒に共同プロ

ジェクトを くむ とい うことであ ります。しか も雇われている従業員は全部,

少なくとも労働者は全部,現 地の人である。そ うい うことを考えれば,こ

れは一種の異文化接触 とい う問題でもあるのです。そ うい うレベルから言

えば,前 述の三つのハー ドルはかなり普遍的な問題であ り,中 国に限った

問題ではないと考 えられます。実際中国で,私 の会いました,あ る日本人

経営者も中国の特殊性 とい うようなことがよく言われているけれ ども,そ

うではなくて他の東南アジアの場合 とよく似ている,と い うことを体験的

に語 っています。確かにそ ういう普遍的な側面があ ります。

それを踏まえた上で,中 国の場合 どうなのかを考 えてみ ます。まず,物

理的な障害,こ こで一番多 く見 られるのは,や は りインフラの部門だと思

われます。 インフラの中には交通 とか,水 道,ガ ス,電 気 とか,そ れから

通信,そ うい うものです。 これはもう正に物理的 な問題であ りまして,そ

れがないともう先に進まない という問題です。当初はやは り一番最初に出

ていった企業が,ま ず この面で多 くの問題にぶつ かったわけです。なぜな

らばインフラの整備 とい うのは今 と比ぺれば極 めて立遅れていたからで

す。ですから,こ こで日本人経営者は日夜奮闘努力す ることにな ります。

しかしながらこの問題は中国の努力 もありまして,次 第に改善されてきて

います。

この物理的な問題 とい うのはある意味で国際性があると言 いますか,ど

こに行っても例 えば,東 南アジア,イ ソ ドネシア,タ イ,マ レーシア,さ

らには,イ ンド,ど こに行 っても程度の差 こそあれ共通 した問題です。
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次の問題 としてはもっと文化的 と言いますか,そ の国の固有の事情がよ

り反映 されるもの として制度の問題があるか と思います。 これは,具 体的

には政府,そ れか ら,雇 用,税 制,金 融,貿 易等 々の法制度 とい うものが

あるかと思います。 この点で,こ の一番 よく聞 く話 はやは り中国の法制度

は統一的,規 範的でないということです。日本人はやはり統一的にまとまっ

ている方が動 きやす いし馴染みやすい。 しか しながら中国の場合,制 度の

問題は場所,時,人 が違 えばみんな違 うと,ま あ極端 に言 えばそれほどま

でに多様性があるという問題です。言い換 えれば中国では制度とい うのは

それほど重要でないか もしれない。

制度の手続 きを通 して素直にや ります と,も うこれは長い時間 とものす

ごい労力 ・忍耐力が必要 となる。これは私 も中国に住 んで実感 しましたけ

れど,恐 らく日本の経営者の方も日々実感 されているかと思います。つま

り制度化の レベル という問題でありますが,そ れがよく言えば柔軟性があ

りソフ トである。悪 く言 えば制度化のレペルがものすごく低いという問題

です。 この問題 は中国の社会の特質である人的 コネクション,人 治主義,

そ うい う伝統 とやは り大 きく関係があると思います。中国は近代化を目指

して人治社会から法治社会へと改革を進めていますけれ ども,現 状はなか

なかそれほ どす んな りとはいきません。従 って現在でも重要なのはむ しろ

人的なコネクシ ョソであるとい うことですね。制度で禁止されても人的 コ

ネクシ ョソによって容認 される,実 現できるというのが少なからずあ りま

す。この点はむ しろ 日本人よりアメリカ人の方が理解が深いかもしれない。

アメ リカ人は確かに契約 とか制度とかとい う建前を中国人 と同様に主張 し

ますけれ ども,半 面で,制 度がだめなら今度は人的 コネクシ ョンを利用す

る,そ うい う面でかなり柔軟性がある。その一例の例がジム ・マンの 「北

京ジープ」 とい う本 に描かれています。まあ 「北京 ジープ」の設立交渉の

中でアメリカ側がやった ことは制度的なデ ッドロックにあった場合に,人

的コネクショソで攻勢をかけたのですね。それは単に現場の人間関係だけ

ではなくて政治家の トップレベルまで持ち上げて,ア メリカの政府の トッ
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プレベル と中国政府の トップレベルで直接話をつけた。 こんなところは,

アメリカならではとい う感 じもしますけれ ども,人 的なコネクシ ョンがま

だ中国の場合極めて重要 な位置を占めていることをよく示 しています。

次に3番 目の問題は非制度的な問題,制 度外の問題です。 これは組織,

文化,慣 行,慣 習,価 値観 といろいろな問題があるか と思いますが,こ こ

では3つ ぐらいの具体的な事柄を述ぺたいと思います。

よく日本側の経験者か ら指摘 される問題は,ま ず第1に 中国側の経営姿

勢では短期的な思考が極めて強いということです。つま り,投 資を短期で

回収 しようとする。具体的に言えば,董 事会の レベル,理 事会の レベルで,

留保利潤をどのよ うに分配す るかを決める場合に中国側はそれを全部従業

員に分けなさいと主張する。それに対 して日本側は,生 産発展資金に留保

していこうと主張す る,こ うい う思考の違いについて私はかな り以前から

多 く聞いてお ります。 また現在でもそうい う問題は華僑資本の経営におい

ても見 られ,そ うい う意味で中国大陸の傾向と共通性があると思います。

第2の 問題 として,中 国人従業員の行動様式 を見 ます と,集 団的な共同

活動がかな り難しいとい うことをよく聞きます。言い換えれば中国人は,

個人の自己主張,個 人的な独 自性,一 種の個人主義的な行動がかなり強い

ということを聞きます。例えぽこれは現場の日本人責任者か ら聞 くと,集

団的な活動,特 にQCサ ークルにしてもそ うですが,集 団的な共同活動を組

織 しようとしてもなかなか難 しいとい う話をよ く聞きます。従来中国の組

織伝統は計画制度のもとで縦割分割 とい うことで,仕 事の分担は極めて細

分化された形で編成され,そ の中で自分の職務がはっきり決 っていたわけ

ですね。お互いにそれを犯そ うとしない。たとえ隣 りの人がどんなに忙 し

くても,自 分の持ち分 と違えば別に協力 しようともしない。 こうい う傾向

がよく指摘 されています。まあ程度の差 こそあれ,そ うい う伝統的な慣習,

縦割分割のや り方と関係があるのではないかと思います。それから技術移

転の問題で も,よ く聞 く話はある職場のチーフに技術移転をす る場合に,

例 えぽ海外研修,日 本に研修に来て,日 本の経 営ノウハウを学習 して帰る
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わけですね。それから,先 どうなるかとい うと,そ の人はあまり回 りの人

に自分の学習 した技術知識を伝 えようとしない。 これもよく聞きます。 こ

の理 由についてはよく分か りませんけれ ども,そ うい う技術移転がスムー

ズにいかず,技 術知識が一人占め されて しま うとい う問題もやは り個人主

義の問題 と大いに関連があるのではないか と思います。

それから,第3の 最後の問題すなわち横並び主義について。 これは一種

の平等主義 といってもよろしいか と思いますが,こ れが所得分配,つ ま り,

給料 とかボーナスの配分においてよく引き合いに出されます。中国企業で

はお互 いの職場の人の給料をみんなよく知っている。だれがい くら貰 って

いるかとい うことをみんな知っている。それで,彼 らから見て働 きに応じ

て正当な賃金 を貰 っているかどうかとい うのはす ごく関心 の的なんです

ね。それで同じ働 きなのになぜ彼の給料が自分 より高いのかというような

意識はやは り強いものがあるようです。つ まり,横 並び意識が強い。

それから,中 間管理職の人材の抜擢の場合 もそ うなのですね。 これはい

くつかの 日中合弁企業 で聞いた話ですが,あ る優秀 な人材に目星をつけて

労働者のレベルか ら職場グループの責任者に抜擢するとい う場合,や は り

いろいろ難 しい問題がある。下手に抜擢 します と他の従業員 といろいろ人

間関係で トラブルが起 こる。つまり,そ の人が回 りの者から疎外され,浮

き上が って しま うとい うようなことを聞いてお ります。出る杭は打たれる

と言いますが,そ んな感 じがある。従ってこれは大きな人事管理上の問題

です。能力があって人望がある管理職があれば理想ですけれどもなかなか

むつか しい。それをいかに養成するかは,恐 らく多 くの経営者,日 本の経

営者 にとって大 きな課題になっていると思います。

また上海に有名なガーデンホテル というのがあ りますが,こ こは野村中

国投資(株)の 事実上の100%投 資で経営は完全 にホテル・オークラが担当

しています。給料の関係では以前袋に入れてだれにも分からないように給

料を渡 してはいなか ったのですね。だから,従 業員はお互いにあんたい く

ら,私 はこれ これ とお互いに話し合ってそれが どんどん伝わって,も う全
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ての人に分かって しま う。それを防 こうと思って,ガ ーデンホテルは日本

式のや り方,つ まり給料袋に明細を入れて1人1人 に直接手渡す というこ

とをや り始めたそ うです。

しか しながら,当 初従業員の対応 とい うのは,受 け取 ったらその場で給

料袋を開いて,お 互いに見比べる,(笑 い)そ うい う状況が当初かなり続い

たそ うです。さすがに最近はな くなったようであ りますが,こ の事例 も一

種の横並び意識の強 さを反映しているものだと思います。

以上,時 間をかな りオーバーして申しわけあ りませんでした。 これで終

わ りにさせていただきたいと思います。(拍 手)

司会者:

ち ょっと時間がオーバーしてお りまして,討 論の時間も少な くな りまし

たけれ ども,な るべ くた くさんの方の質問を受け付けたいと思います。

先にまず質問を受けて,そ れからまとめてお答 えをいただ こうと思いま

す。

質問:

少 し質問させていただきます。先ほどから聞かせていただいて,相 当た

めになる講議であったのですけれど。ちょっとあ の表11番 の方ですね。こ

れに関連 して企業の財務会計の問題状況について教えていだきたい。

司会者:

2人 ぐらい,も しよければ。

質問:

それでは,3点 ほどお願いしたいと思います。最初は二重 レー トのお話

がございました。これの功罪についてお伺いした いと思います。それから,

76年 の洋奴哲学批判についてですが,そ の当時の補守派,あ るいは毛沢東,

いわゆる トップはどんなような対応を示 したか ということをち ょっと聞 き

たいと思います。
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それから,最 後に,中 国共産党の「紅旗」,こ れは一般に私の聞いた範囲

で恐縮ですが,非 常に 目標を掲げる雑誌であまり真剣に読まないのだ とい

うことを聞いたことがあるのですが。先生は 「紅旗」をお読みになってど

のような印象をお持ちになりますか,ち ょっとその辺をお聞きしたいと思

います。

質問:

先ほ どのお話の中にもありましたけれども,中 国は大変物価が上昇して

いると,要 す るにインフレだ とい うことで したけれども。それが,ど うい

う原因か ら来ているのか,そ れから今後の見通 しですね,ど ういう推移 を

辿 りそ うなのか。その辺できましたらご解説をいただきたいと思います。

司会者:

すみません,時 間がないものですから,質 問をここら辺で うち切 ります。

3つ とも結構時間がかかるか もしれませんけれ ども,短 くお願いします。

川井:

今3つ の問題が出されました。最初の会計問題ですね,こ れについては

ご質問に対 して十分 にお答えする準備があ りません。 この財務会計の公開

とい う面に関 して今一番のネ ックというのは財務会計の制度が二元化され

ているということですね。つまり,こ れは企業独自の財務会計の中にです

ね,も う一つ,そ の中に含まれているのか,そ れとは別にあるのかとい う

議論はあ りますが,中 国側の独自の財務勘定があることです。これはいわ

ゆる中方勘定とか中方 口座 とか呼ばれております。それの内容は主に福利

厚生部分のつみ立てですけれども,今 の各地方政府の政策では,そ れは合

弁企業の経営者とは別にですね,そ の企業の中国側のパー トナーや労働組

合が独 自に管理す ることを規定しているのです。

つま り,こ れは財務管理の明らかな二元化であ りまして,こ れに対 して

日本側の経営者 とい うのは私の聞いた範囲では総 じて批判的な態度を取 っ

ています。 とい うのは,経 営者のサイ ドからすればその福利厚生費用がで

すね,全 体の額は分かるけれども,そ の具体的な内容,そ してそれが実際
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どういうふ うにどうい う面で使われているのか とい うことが不透明で よく

分からないとい う話をよく聞きます。恐 らくこれは現在においても同 じ状

況が続いているのだと思います。ただ,力 がある完全に経営権を掌握 して

いる企業の場合にはこうい う問題 というのはかな りクリアーしているとこ

ろが見受けられます。それ以上のことは,ち ょっとここでは難しい問題で

割愛 させていただきます。

第2番 目の問題で,ま ず一番答えやすい方から言います。中国共産党の

雑誌である「紅旗」に対す る印象は どうかという問題ですが,私 はここず っ

と 「紅旗」を蔭 とんど読んでいないので,ち ょっと現在の印象はないので

すけれども。かつて読んでいた印象では,要 す るにこれは当局の政策論文

が出るわけであ りまして,公 式的な見解 という印象が強いですね。本音が

そのまま素直な形で明確 に出ていないという部分はあるかと思います。最

近 どう変ったか,ほ とんど読んでいないので知 りません。

2番 目の この洋奴哲学批判 に対す る当時の トップの反応 とい う点です

が,こ の1976年 の洋奴哲学批判とい うのはそもそもその前年の郡小平の指

導の下で作成された,工 業発展計画ですね,そ れに対す るいわゆる文革派

グループの批判 とい う文脈の中で出されたものです。それに対 しての当時

の トップとい うのは形の上で華国鋒 とい うことになるのでしょうか。華国

鋒 の位置付けについてはよく分か りませんけれ ども,そ の後の経緯を見ま

す と彼は毛沢東的なラインにかなり近かったよ うです。従ってこの洋奴哲

学批判に対してかな り容認す る部分 もあったのではないか。要す るに洋奴

哲学批判は歴史の転換期における一つの現象であ りまして,従 来の毛沢東

の自力更正路線から対外開放路線への大幅な転換の過程における一つの保

守的な議論であ ります。事実,こ の2～3年 ぐらいの間で リーダーシ ップと

ともに路線も大幅に転換す るわけですね。です から,2,3年 のタームでみ

れぽ要するに トップの反応は リーダーシップの変更に伴 って,い わゆる洋

奴哲学を,つ ま り対外開放を受け入れるという方向で大 きく転換す るとい

うことですね。洋奴哲学批判 はその意味で効果がなかったと思います。
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それか ら最初に出 された二重 レー ト制 の功罪についてですが,ち ょっと

これは一言では難 しいですね。 まず,二 重 レー ト制は政府の外貨収入増,

国内の外貨不足対策,外 資系企業の外貨・ミラソスの支援などの点で一定の

メ リットがあったと考 えられます。 しかし,そ れは,制 度の非規範性の点

で問題がある。例 えば,昨 年夏公定 レー トは1ド ルが5.8元,外 貨調整セ

ンターレー トの方が1ド ル8.8元 ぐらい,ひ どい場合にはそれが11元 ぐら

いに拡大 しての格差 が広がったとい うことですね。 このレー トの格差を利

用 してかなり操作ができるわけですね。中国は外貨留保制 というのが認め

られてお りまして,輸 出して得た外貨の一部を独 自に国家に出さずに企業

で留保できたわけですね。それが大体一般では30%,そ の30%を 留保 した

額 をどうするかとい うと,外 貨調整セ ンターに持っていってそれを売却す

るわけです。そ うす ると1ド ルにつき何元かのもうけとな ります。 こうし

た取引によって収入 を得ているとい うような実態があった ようです。そ う

い う点でやはり制度 の規範性もしくは公平性とい う点で大 きな問題があっ

たのではないかと思 います。

それから最後のイソフレの問題に関 して,こ れも大きな問題です。中国

の経済 とい うのは総 じて供給に比べ需要過多の構造 にあるとい うことは

前 々から言われてお ります。従って潜在的なイソフレ要因 とい うのは常に

あるとい うことですね。やはりこの数年のインフレとい うのは,ま ず一つ

はデマンドブルの要 因が大きいだろ うと思います。つ まり,特 にインフラ

部門において生産財 の供給がかな り不足 しているわけであ ります,し かし,

他方でイソフラ部門 の設備投資をどんどんどんどん地方政府や企業がやっ

てい く。従 ってイン フラ部門の資材の需給関係が極めて緊張 しているとい

うわけですね。従ってそこから資材の値上が りが急速であると,こ れはや

は り一つの大きなコス トア ップ要因 とな ります。それから,全 般的な所有

の動向を見ますと,こ の数年間やは り急速に賃上げ,給 料の水準 も上がっ

ている。 これもコス トアップ要因です。 また所得水準の向上に従って消費

水準 も上がっている とい う全般的な状況の下で,一 部で消量財の供給が需
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要の伸びに追い付かない部分に対 しては,価 格が当然高 くなる。だから,

要因 としてはコス トア ップとデマンドプルの二つの要因が絡み合 っている

と言ってよろしいかと思います。

見通 しに関しては,最 近中国は引締め政策,金 融引締め,財 産引締めを

やってお りますけど,ま だマクロ的な財政金融のメカニズムが正常に機能

していない条件の下では,イ ソフレのコン トロールは難 しいと思います。

司会者:

どうもあ りが とうございました。 さっきの 「紅旗」ですけれ ども,今 雑

誌面が変わってお りまして,「 求是」とい うふ うになっています。ただ,い

ずれにしても以前のよ うにいろんな形で政策を リー ドす る論文が掲載 され

なくなってきているとい う面があ りますね。それか ら,二 重 レー トのこと

で言いますと,二 重レー トはやは り対外的な経済の開放 と関係があ りまし

て,特 に外貨割当においてコソ トロールするといいますか,中 央のコソ ト

ロールが非常に必要であった。その面で二重 レー トとい うものがかなりの

期間用いられた と思います。

いずれにしましても,次 回は溝 口雄三 さん,東 大を最近定年で辞められ

まして,大 東文化大学に移 ってお られますが,来 週公倫理,公 の意識につ

いてのお話があります。実は先ほど言われた横並び主義 と個人主義 とい う

この2つ は,一 見 します と相矛盾す るように見 えるわけです。実際横並び

主義 とい うのは平等主義ですね,も う一方は個人主義です。 しか し,そ の

底流を流れていますのは実は公私,私 と公 とい うのの公の倫理なのですね。

このことは実は日本人は意外とうまく理解できない,中 国人における公と

私 とい うものはどうい うふ うに倫理意識的に働いているかとい うのは意外

とうまく理解できないわけであ ります。それは三資企業が経営の上で非常

な困難にぶつかっている側面であ ります。

よく突き詰めて考 えてみ ます と割 と合理的に理解 できる面が ございま

す。その点は次回お話をお聞きいただきたいと思います。それから,最 後

にもう一つだけ私の非常に親 しくしています友人が元は趙紫陽のブレーン
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で したが今は経営 コソサルタソ トになっているのですね。実は趙紫陽の ブ

レーソで したか ら大変中国の経済について明るくて,本 当は彼等を通 じて

いろいろな中国の経営の実態,法 体系を含めてですが,連 携的に協力を依

頼すればかな りの企業経営にプラスになると思います。実はその半面で,

偽の経営 コンサルタン トが今中国では大変出回ってお りまして,先 ほど川

井さんが言われた通 り,経 営上の困難を来す ような法制度が次 々にめ まぐ

るしく変わ った り,あ るいはコネクシ ョソがいろいろ必要になった り,あ

るいは市場のあ り方がよく分からないといったようなこともあ ります もの

ですから,本 当は経営 コンサルタン トの需要は大変高いわけです。しか し,

問題はそこに偽のコンサルタン トが多 く混っている。私の親友は大変見事

な立派な経営 コンサルタソトですが,こ れは別 に宣伝ではありませんけれ

ども,そ んなことを少しエピソー ド的にお話 しして,今 日のお話 どうもあ

りが とうございました。

また,次 回もよろしくお願いいたします。 どうもご静聴あ りがとうござ

いました。
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